
識の滴養がなされるよう,教育行政と連携した取組を強化するoまた-学校を

中退等により離れた者乳教育行政の対応が困発な者に7いても取組を進めるo
なお,.職業意識が希薄な者に対し,社会的な活動や集団括動等を通じて職業

意識の形成を図り, L円滑な琴労を促逸するための取組を進めるo
さらに1希望する職業に就く可能性を高めることに資する肯巨力開発に関する

情報の捷供や若者-のコンサルテイングの強化,職場定着に向けた取組を支援

するとともに,学卒,若者向けの実践的能力評価の仕組み36の整備.普及を図

るo

加えて1コミュニケ-ション能力は,どのような仕事をするためにも必要な
.基礎的な能力であるがl社会においてそうした能力を身につける機会が乏しく,

.その上,コミュニケ-ション能力の前提となる人間関係等に関わり,深い心の

間題を抱える若者も多vlことから, -人-人の課題に応じた,心理面のケアも

含めた専門的かつきめ細かな支援を強化するo

若年者知策について臥r若者自立.挑戦プラン人r若考の自立.挑戦のた
めのアグションプランJ等に基づき,政府全体での取組が進められているとこ

ろである37がl人口減少社会の中で,.将来の社会を担う若者の間題の重要性臥

今後ますます大きくなることから,経済凧労働臥教育臥地域社会1政府
等が-体となって,より-層対廉を強化するo

く21女性ヘの就業支援-女性が仕事を続rナやすい職場環境を作ろ

女性の能力が十分に発揮されているとはVlえない状況を解消するため,実質

的な男女の均等の確保を実現しl女性が括躍する領域を拡大するためのポジテ

イブ.アクショ.ンを含めた対策の強化を通じ,男女の機会均等施策を強化するo

またl結婚や出産を機に仕事を辞める女性も少なくなv-が1就業継続を希望
する女性は増加しており,子育てで離職した者の再就業希望も多いoこわため1

女性がライフサイクルを通して1意欲と能力に応じた働き方ができるよう,妊
娠.出産がハンディにならず安心して働き続けることができ-また,子育て等

との両立を可能とするための働き方の見直しl保育の充実等の環境の整備を図

るoまた,出産.子育て等により離職しても.1その能力を括かした再就職.再
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2004牢7月より1 YES-プログラムく事務一営業の職種について企業が若者に求めている就職基礎能力くコ
ミュニケ-ション能カ等Iの内容や,それらを身につけるための目標を若者に提示するものDlの対象とな

.8講座-試験につい七教育訓練実施磯関等の申請に基づvて欝定を開娩
37 関係府省の大臣を構成員とする若者自立.挑戦戦略会嵩において, 2003年6月にr若者自立.挑戦プラ

ンJが, 2004年12即こは,その実効性L効車性を高めるため,曙者の自立.挑戦のためのアクションプ
ランJが策定されたロ

また,度生労働省において臥rフリ-タ-20万人常用雇用化プランJ等を掲げてVlるがl若者の働く
意欲を喚起し,能力を育み育てるために,関係者が統-的な方針の下,戦略的に取り組んでいくことを目
的として, 2005年5月に,第1回のr若者の人蘭力を高めるための国民会議Jを開催したところであるo

急0


